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「情報教育研究委員会情報専門教育分科会」において、オープンイノ
ベーションに関与できる人材育成を検討
育成目標 ： ｢構想力｣、｢問題解決力｣、「実行力」

育成効果向上のために ：分野横断型PBL授業を提案

アウトプット ：起業学修を含む授業モデル

はじめに
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自動車、家電、センサーなどあらゆるモノがネットワークにつながり、
さまざまな価値の創出を可能とする革命の到来

IoT・AI・ビッグデータなどは地域や社会の課題を解決する革新的インフラ

常識にとらわれずに下記を遂行できる人材育成が喫緊の課題

多様な情報やアイデアを組み合わせて

イノベーションに関与できる構想力・問題解決力・実行力を発揮

１．モデル提案の背景 1/2
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古い経済構造の
取捨選択加速局面

発展
状態

上昇
状態

下降
状態

レイトマジョリティ
新しいものに懐疑的。技術への興味は消極的。

周りの状況をみて行動
34%

イノベータ
新しいものを積極的に試行

2.5%

アーリーアダプタ（オピニオンリーダ）
トレンドに敏感。積極的に行動

13.5%

アーリーマジョリティ
新しいものに慎重。ただし、平均より先取り指向

34%

新市場
の誕生

枯渇
状態

未確定
状態

ラガード
保守的で、採用が極めて遅い

16%

外側：イノベーター
理論のモデル化

内側：シュンペータのイ
ノベーションをモデル化
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１．モデル提案の背景 2/2

購入者としてのペルソナ

イノベーションに向けた市場の状態・
動向、ペルソナの意識等に関する情報凡例

イノベーション推進力の伝達

市場からペルソナへの訴求力

© 本モデルはスキルマネージメント協会（SMA）が提唱

イノベーション推進力
1) 新しい品質の財貨の生産
2) 新しい生産方式 （商品取

扱いの新しい方法）
3) 新しい販路の開拓
4) 原料や半製品の新しい供給

源の獲得
5) 新しい組織の実現

追加１)高い信用
追加2）旧資源の始末

イノベーション能力は修得可能

大学間や産業界横断型交流により、
幅広い新結合を可能にしてイノベー
ションに関与できる機会を用意
⇒専門という蛸壺の打破

●イノベーション能力
特別なものではない。
日常茶飯事求められる能力
●イノベーションの推進には

多様な「知」の横断的関係づ
け（新結合）が必要

イノベーションの構造 クラック（小規模な溝）
乗り越えるには：
新しさに加えて、実利に結びつく革新的価値の提供

キャズム（大規模な溝）
乗り越えるには：
安心感（リスクが少なく、効果的な使用事例）を提供
この溝を越えると大きな市場が広がっている。

クラック（小規模な溝）
乗り越えるには：
細かいことを理解しなくても使い易い、安心感（含：周
りから取り残される不安感の解決）を提案



（１） 「大社接続」

イノベーションに関与できる教育を実現するには！

 大学と社会が接続する「大社接続」という出口設計が必須

 大学は従来の教育の枠組みである自前主義から脱却

 形式や組織の在り方にとらわれずに連携・接続する

こうしたオープンイノベーションの教育実現が喫緊の課題

２．授業モデルの仕組み 1/7
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（２）正解あるいは解決策が定まらない課題への挑戦！

【課題の例】

SDGs（持続可能な開発目標）などの課題解決へ取り組むには

大学と社会が相互に連携・接続し、正解が定まらない課題に立ち向かえる
人材の育成が必要

【育成対象者】

多分野の学生、留学生、関係教員、社会の有識者（企業、地域社会）など

【望まれる授業】

暗黙知を伝える教養教育と、

IoT空間を介し創造性を鍛え、《談論創発》に導く分野横断型PBL授業

２．授業モデルの仕組み 2/7
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（３）IoT空間における授業のあり方 －１－

これまでの授業は教室という閉じた空間

IoT空間はアクセスできるすべてが学びの対象となるオープンな空間

２．授業モデルの仕組み 3/7

＜旧授業形態
＞

インターネット
（相互に連携）

ＩｏＴ空間

自動運転

ピンポイントの天
気予報

医療
自動診断

AI

製造最適化

販売
牧畜

農業
漁業

データ処理

IoT空間活用授業

ビッグ
データ

データ
収集

AIの活用
（機械学習など）

●IoT空間の外側の授業！
●IoT、AI、ビッグデータなど新技術の
修得は困難

●第４次産業革命の息吹を肌で感じと
れない。

＜授業の形態も大きく変化＞
●IoT技術、AI技術、データサイエンなどに触れ、
職種の価値を修得

●瞬時に世界中の情報にアクセスし、コミュニ
ケーション力を強化

●IoT空間の時間、機能、構造等と興味のある応
用領域の関係を理解

●現実空間と仮想空間の活用力強化



（３）IoT空間における授業のあり方 －２－

社会で起きている事象をリアルタイムに見せながら、情報や知識を新結合し
て、問題意識の気付きや価値創造の機会を提供することが第一義

教員の役割は、知識の伝達ではなく、学生が自分の力で生きた知見を組み
合わせ思考できるようにすること

上記のためには、教員は学生以上の

学び手であること

２．授業モデルの仕組み 4/7
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（４）授業モデルが目指すところ
構想力の要素
①観察力・発想力
②仮説立案・モデル化力
③問題発見・課題設定力
④問題解決・検証力
⑤見直し・改善力

IoT空間の中にあっても、
これらの力の育成を一人
の教員が担うのは不可能
教員・社会人で構成する

チーム力が必要となる。

２．授業モデルの仕組み 5/7
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分野横断型PBLの構成

２．授業モデルの仕組み 6/7
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（５）分野横断型PBLの評価
●教えた教員が評価するのではなく、第三者に評価を委ねる。

●例えば、クラウド・ファンディングを通して、学生の解決策が社会に受け
入れられるか否かまたは通用す
るか否かを、失敗体験を含めて
評価に繋げる新しい考え方が求
められる。

●クラウド・ファンディングの成
功・失敗が重要ではなく、結果に
対して見直し・改善を分析し、次
に繋げる観点が評価のポイント!

２．授業モデルの仕組み 7/7
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（１）「大社接続によるイノベーション授業」に活用

（２）大社接続に備えるための大学と社会の連携に活用

３．授業モデルの位置づけと活用

14



（１）IoT空間をプラットフォームとして設置

（２）参加する学生には、主体性、専門分野の基礎知識、インターネットリテラ
シーとチャレンジ精神を有することを条件として選抜

（３）授業の位置づけとして単位の付与を行うかどうかは、個々の大学で判断

４．授業モデル実施に向けた条件
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（１）チーム編成

①「大社接続」の場合は、学生に加えて社会人が参加

②大学と社会の連携による場合は、学生を中心に構成

５．授業モデルの実施方法 1/5

16



（２）授業課題の提示と選択

①「大社接続」の場合は、分野横断コンソーシアムが集積した社会的な課題か
らチームが選択

②大学と社会の連携による場合は、社会的な課題からチームが選択

５．授業モデルの実施方法 2/5
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（３）課題解決学修の進め方

①「大社接続」の場合は、課題解決のアプローチに関するアドバイスを社会人
の参加を含む分野横断型コーディネートチームが行う。

②大学と社会の連携による場合は、課題解決のアプローチに関するアドバイ
スを大学有志の教員コーディネートチームが行う。

５．授業モデルの実施方法 3/5
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（４）課題解決の検証

①チームの成果検証は、クラウド・ファンディングなどによる評価を行う。

②チームに参加する個人の検証は、到達度評価基準に基づきビデオ試問を行
い、端末を介して外部評価クラウドに回答させ、第三者による評価を行う。

５．授業モデルの実施方法 4/5

19



（５）学修体験をイノベーションや起業に繋げるための仕組み

①起業までの流れの概要
「企業理念の作成」
「起業までの手続き」
「起業に必要な資源」
「起業後の環境把握」

について修得

②課題解決の体験を踏まえて、
起業実習でイノベーションに
必要な実践的な知識・スキル
を修得

５．授業モデルの実施方法 5/5
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①知財検証機構は分野横断型PBL授業を推進している最中に生み出される知
財の交通整理

②知財検証機構のメンバーは、大学・企業の関係者や弁理士から構成

③知財の扱いは参加者全員に平等にするか放棄することを原則

④権利の主張は閉鎖性を誘発し、議論は低下、アイデアが出なくなる

６．知財検証機構の設置
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（１）本モデルに参加する社会有識者には、本協会として次世代の人材育成協
力に対して社会的なプレゼンスを高める仕組みを準備

（２）社会有識者の人材募集（非常勤教員など）

①一定期間大学の教員としてPBL教育に協力する制度を設置

②人材情報バンクの設置

（３）リカレント教育の社会人を
分野横断型PBLチームのメンバー
として募集（科目等履修生）

７．社会人の参加確保
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オープンイノベーションに関与できる人材育成を可能にするモデルとして

分野横断型PBL授業モデルを提案

この授業モデルでは答えが定まっていない課題を扱う

場合によっては起業までトライ

「大社接続」に向けて協力

おわりに
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